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１．はじめに 

 

平成 27年 9月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により、利根川水系鬼怒川

の堤防が決壊し、洪水流による家屋の倒壊・流出が広範囲かつ長時間の浸水が発生した。

また、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では例を見ないほどの多数の孤

立者が発生する事態となった。平成 28年 8月には、岩手県内の河川では要配慮者利用施

設において入所者が逃げ遅れて犠牲になり、また北海道では観測史上初めて 1 週間の間

に 3 個の台風が北海道に上陸し、その 1 週間後に再び台風が接近するという、かつてな

い気象状況となり、十勝川水系芽室川で堤防が決壊するなど、記録的な大雨による被害

が発生した。 

今後、気象変動の影響により、このような施設の能力を上回る洪水の発生頻度が全国

的に高まることが懸念されている。 

 

根室振興局管内（以下、「根室管内」）の二級河川においては、これまで、洪水による

災害の発生の防止又は軽減に関して、堤防整備や河道掘削などのハード対策を中心とし

て段階的に整備を進めてきたが、このような災害に対応するために、水防災意識社会再

構築の取組を加速し都道府県が管理する中小河川においても本格展開すべきであると、

平成 29 年 1 月 11 日に社会資本整備審議会会長から「中小河川等における水防災意識社

会の再構築のあり方について」国土交通大臣に答申されたことを受け、流域住民の安全

安心を担う根室市長、別海町長、中標津町長、標津町長、羅臼町長や釧路地方気象台長、

釧路開発建設部長、根室振興局長は、平成 29 年 7 月 18 日に「根室振興局河川減災対策

協議会」（以下、「協議会」という。）を設置し、この協議会を水防法第 15条の 10に基づ

く「大規模氾濫減災協議会」に位置づけた。 

 

協議会では、根室管内の二級河川流域の地形的特徴や洪水による特徴、課題を抽出し、

「根室管内の二級河川流域での大規模水害時の急激な水位上昇や広範囲な浸水に対して、

「迅速・確実な避難」、「社会経済被害の最小化」を目指す」ことを目標とし、避難勧告

の発令等を担う市町と、道、国が一体となって行う以下の主な取組内容をとりまとめた。 

 

・ハード対策として、洪水時の避難勧告等の発令判断に活用する危機管理型水位計の整備、洪

水を河川内で安全に流すための河道掘削を実施するほか、以下のソフト対策を実施する。 

 （ソフト対策） 

・想定最大規模の洪水に対する浸水範囲・浸水深等の情報を踏まえ、避難場所等の検討を実施

し、ハザードマップの作成等、周知に係る取組を行う。また、適切な避難勧告等の発令に繋が

るよう、避難判断・伝達方法の確認・整理や、水位周知河川（※注）における避難勧告発令着

目型タイムラインの作成及び充実を図る。また、避難時間確保に資するべく、水防資機材の充

実や水防訓練に取り組む。 

（※注）水位周知河川：河川管理者が避難勧告等の発令の目安となる氾濫危険水位に達した時等に、水位情報の通

知及び周知を行う河川 
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・防災意識の醸成により主体的な避難行動を促すために、住民対象の避難訓練及び講習会・研

修の実施や幼少期からの防災教育を充実させるとともに、根室管内を訪れる観光客や市町外へ

の通勤、通学等の住民に対する情報発信方法の検討を行う。 

 

本取組方針については、今後の取組状況を踏まえ随時見直しを行うこととしており、

毎年、進捗状況を共有するなどフォローアップを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 3 - 

２．本協議会の構成員 

 

本協議会の参加機関及び構成員は、以下のとおりである。 

参加機関 構成員 

 

 根室市 

 

 別海町 

 

 中標津町 

 

 標津町 

 

 羅臼町 

 

 釧路地方気象台 

 

 釧路開発建設部 

 

北海道警察釧路方面本部 

 

 北海道釧路方面本部根室警察署 

 

 北海道釧路方面本部中標津警察署 

 

 根室振興局 

 

 

市長 

 

町長 

 

町長 

 

町長 

 

町長 

 

台長 

 

部長 

 

警備課長 

 

署長 

 

署長 

 

局長 

 

 

 （オブザーバー） 

機関 

 

 陸上自衛隊第２７普通科連隊 

 

根室市消防本部 

 

 根室北部消防事務組合 
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図 根室管内の二級河川 
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３．根室管内の二級河川の概要と主な課題 

 

◆流域および河川の特徴 

根室管内を流れる二級河川は、標津川をはじめ９水系２１河川であり、管内の北部（忠

類川より北側）と南部（標津川より南側）でそれぞれ違った特徴を有する。管内の北部

を流れる河川は、知床世界自然遺産を含む急峻な知床連山から流出し根室海峡に注ぐ急

流河川である。一方で、管内の南部を流れる河川は、酪農地帯である根釧台地を流下し、

市街地が形成された平地および湿原・湖などの湿地帯を緩やかに流れ根室海峡に注いで

いる。 

 

① 北部の河川は、河川勾配や地形勾配が急であるため、洪水時に短時間で水位上昇し
やすく、侵食力が高い。 

② 南部の河川は、上流域は河川勾配や地形勾配が急で洪水時に短時間で水位上昇しや
すく侵食力が高い。中～下流域は、背後に住家の点在する農地や市街地が広がる低

平地を流下しており、氾濫水が拡散しやすく浸水が広範囲に及ぶことが懸念される。 

 

◆過去の被害状況と河川改修の状況 

標津川では、昭和 22 年 9 月のカスリーン台風による豪雨や昭和 33 年 9 月の台風 21

号などにより、氾濫や河岸決壊などの被害が生じた。また、昭和 35 年 3 月の融雪出水

により、死者・行方不明者 4名、浸水家屋 64戸、橋梁流失 1箇所の被害が生じている。 

また平成以降も、平成 10年 9月の台風で畑地 79haが冠水するなどの被害が生じ、そ

の後も平成 18年 10月、平成 22年 8月、平成 27年 8月、平成 28年 8月と浸水被害が

生じている。 

これらの被害状況を鑑み、「標津川水系河川整備計画【指定河川】（平成 20年 7月）」、

「標津川水系河川整備計画【中・上流地区】（平成 22年 2月）（平成 29年 3月部分改定）」

を策定し、対象期間内に河川整備の当面の目標を決定し、掘削、築堤などの対策を実施

している。 

平成 28年 8月、9月には、台風や低気圧により標津川では氾濫危険水位を一時超過す

るなどの洪水に見舞われ、浸水被害が生じた。 

 

◆根室管内の二級河川流域の社会経済等の状況 

根室管内には、約 8 万人が居住しており、昭和 60 年以降減少傾向にあるものの大規

模な草地型酪農が盛んであり全国の約 1 割に相当する年間 79 万トンの生乳生産量があ

る。また、水産業も盛んであり道内漁業生産の約 2割程度を占める一大生産地域となっ

ているほか、豊かな酪農業・水産業を背景に食料品製造業も盛んである。さらに世界自

然遺産に登録された知床やラムサール条約湿地に登録された風連湖など貴重で豊富な

自然観光資源により観光業の推進も図っている。 

そのため、これらの流通・運搬、観光アクセスなどに浸水被害が発生した場合には、

社会経済への影響が懸念される。 



 - 6 - 

◆根室管内の二級河川流域での大規模水害時の主な特徴と課題 

 

◇北部を流れる河川は、市街地や集落がある河口部まで河川勾配及び、流域地形の勾配

も急であることから、氾濫水が短時間で流入するため、早期に避難困難水位に達する

おそれがある。また、河川に近接している主要な道路では、浸水や河岸侵食による被

災により、市街地・集落が分断されるおそれがあり、社会経済への影響が懸念される。 

 

◇南部を流れる河川は、上流域は急激な水位上昇により早期に避難困難水位に達するこ

とや、河川に近接する道路が河岸侵食により被災するおそれがある。また、中～下流

域は背後に農地や市街地が広がる低平地があり、氾濫水が拡散しやすく浸水が広範囲

に及ぶことから、多くの住民が避難を余儀なくされ、公共施設や主要な道路が浸水被

害を受けるおそれがあり、社会経済への影響が懸念される。 

 

◇居住市町外への通勤、通学等を行う住民に対して、発災時の情報発信不足による避難

の遅れが懸念される。また、根室管内は知床世界自然遺産をはじめとした豊かな自然

に恵まれた地域であり、国内外から多くの観光客が訪れる地域であり、観光客に対し

て水害リスクや発災時の行動に関する情報発信を適切に行うことが重要である。 

 

これらの課題に対して、本協議会では、根室管内の二級河川の大規模水害に対し「迅

速・確実な避難」、「社会経済被害の最小化」を目指すこととして、取組内容について検

討を行った。 
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４．現状の取組状況等 

 

根室管内の二級河川における減災対策について、各機関が現在実施している取組及び、

取組に対する課題を抽出した結果、概要は以下のとおりである。（別紙－１参照） 

 

① 情報伝達、避難計画等に関する事項 

※現状：○、課題：●（以下同様） 

項目 現状○と、課題● 

洪水時における河川管理

者等からの情報提供等の

内容及びタイミング 

○ 道では避難勧告の発令の目安となる氾濫危険水位に達した時等に水位

情報の通知及び周知を行っている。【水位周知河川：標津川】 

 また、氾濫危険水位への到達、重大な災害が発生する恐れがある場合は、

河川管理者から町に対して、ホットラインで知らせる。【水位周知河川：

標津川】 

○ 気象台では気象警報・注意報を発表し、現象ごとに警戒期間、注意期間、

ピーク時間帯、雨量などの予想最大値等を危険度を色分けした時系列で

提供している。また、5日先までの「警報級の可能性」を提供している。 

また、3 時間先までの「洪水警報の危険度分布」をホームページ等で

提供している。また、6 時間先までの流域雨量指数の予測値を気象庁防

災情報提供システムで提供している。 

● 防災情報の意味やその情報による対応が住民には十分認知さ

れていないことが懸念される。 
Ａ 

● 防災情報が適切に避難勧告等の発令に繋がるよう、情報提供

の内容やタイミングを予め整理することが求められる。 
Ｂ 

避難勧告等の発令基準 

○ 各市町では、避難勧告等の発令者、発令基準を地域防災計画等に定め、

その内容に基づき発令している。 

○ 気象台では、避難勧告等の発令基準の検討の支援を行っている。 

○ 道では避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成（水害編）【作成例】を

提供し各市町の作成を支援している。 

○ 国では多機関が連携する水防災タイムライン作成について、根室管内で

の展開に向けて、検討状況を情報提供している。 

● 水位周知河川以外では、洪水に対応した避難勧告等の発令基

準や発令対象地区が明確ではない。 
Ｃ 

● 防災情報が適切に避難勧告等の発令に繋がるよう、情報提供

の内容、避難勧告発令着目型タイムラインや避難勧告等の判断

や伝達方法等を予め整理することが求められる。 

Ｄ 
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① 情報伝達、避難計画等に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

避難場所・避難経路 

○ 道では、浸水想定区域図を公表し、自治体に通知している【水位周知河

川：標津川（平成 20年 7月）】。また、想定最大規模の降雨を対象とした

洪水浸水想定区域図を作成している。【水位周知河川：標津川】 

○ 道では、水位周知河川以外の河川においても、簡易な手法を用いた想定

最大規模の洪水を対象とした氾濫危険区域図を作成中。 

○ 中標津町と標津町では、公表された浸水想定区域図を基に洪水ハザード

マップを作成し、浸水範囲、避難所、避難場所を周知している。（中標津

町：平成 20年 8月、標津町：平成 22年 2月） 

○ 羅臼町では、ハザードマップを作成し、浸水範囲、避難所、避難場所を

周知している。（平成 24年 7月） 

○ 根室市では、洪水を対象とした避難場所は指定していないが、土砂災害

時の避難場所を指定している。 

○ 別海町では、洪水を対象とした避難場所を指定した（平成 29年度）。 

● これまで作成、配布済みの洪水ハザードマップは、今後、想

定最大規模の洪水における避難場所や避難経路の検討が必要

である。 

● 浸水想定区域図が公表されていない河川が氾濫した場合の避

難場所・避難経路の検討に苦慮することが懸念される。 

Ｅ 

● 洪水浸水想定区域図に記載された浸水深等の情報がリスクと

して充分に住民等に認識されないことが懸念される。 
Ｆ 

● 避難経路に位置する橋が通行できない場合などの予備の避難

経路や避難場所の指定が不十分であり、いざという時に避難路

が浸水しているなど、迅速な避難ができないことが懸念され

る。 

Ｇ 

住民や観光客等への情報

伝達の体制や方法 

○ 避難に関する情報及び避難の際の注意事項等を防災行政無線・広報車・

消防車、ホームページ、ＳＮＳ、登録制メール、緊急速報メールおよび

エリアメールなどにより情報伝達している。 

○ 中標津町では、発令基準・伝達方法等をまとめた個別マニュアルを作成

【土砂災害と併用】（平成 29年 4月）するとともに、町内会長に直接連

絡する体制を構築した。 

○ 標津町では、キャンプ場を利用している観光客に対し、キャンプ場管理

者を通じて情報伝達しているほか、病院、福祉施設は避難準備情報発令

よりも早い段階から連絡を取り合っている。 

○ 道では、河川水位の情報をホームページ等を通じて伝達している。 

 また、北海道防災情報システムの登録制メールで氾濫危険水位等に達し

た際に通知できるようにしている。【水位周知河川】 

○ 警察では避難に関する情報をパトカー等により伝達している。 

○ 国では、水害・土砂災害への備えに関する要配慮者利用施設の管理者向

け説明会を実施している。また、川の防災情報により水位、雨量情報を

ホームページを通じて伝達している。 

● 高気密性住宅が多いことに加え、大雨・暴風により、音声に

よる情報の聞き取りが困難となることが懸念される。 

● 登録制情報配信メール、ホームページ、緊急速報メール等に

より各種防災情報を発信しているが、要配慮者へ伝えたい情報

が正しく伝わっているか懸念される。 

Ｈ 

● 防災情報の意味やその情報による対応が住民には十分認知さ

れていないことが懸念される。（再掲） 
Ａ 
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① 情報伝達、避難計画等に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

防災教育及び講習会・研

修・訓練に関する事項 

○ 避難所運営ゲーム（HUG）北海道版の取組を行っている。 

○ 住民対象の講習会を毎年開催している。 

○ 広報誌（紙）やＳＮＳ、コミュニティＦＭ放送等による啓発を行ってい

る。 

○ 羅臼町と中標津町では防災教育に特化した授業を行うことについて、学

校と調整している。 

○ 道・気象台・国では、市町が行う講習会・研修、学校の授業への支援を

行っている。  

○ 警察では、地域住民対象の防災講話を行っている。 

○ 国では釧路管内での河川防災教育の実施事例を情報提供している。 

● 住民の防災意識向上のため、住民対象の講習会・研修・訓練

及び幼少期からの防災教育を実施・継続していくことが求めら

れる。 

Ｉ 

避難誘導体制 

○ 各市町では、避難誘導は地域防災計画に基づき市町職員、警察、水防団

（＝消防団）、自主防災組織が実施する。 

○ 羅臼町では、要支援者避難支援計画を策定し、避難指示等の基本的な考

え方をまとめている 

○ 警察では、避難誘導は、各市町、消防等防災関係機関と連携し実施して

いる。 

● 水防団員の高齢化と減少傾向のため、想定最大規模の洪水時

において避難誘導時の人員が不足することが懸念される。 

● 地域防災計画には、市町職員、警察、水防団それぞれの役割

が明確に規定されておらず、出動時の混乱が懸念される。 

Ｊ 

 

 

② 水防に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

河川水位等に係る 

情報提供 

○ 道では、基準観測所の水位により水防警報を発表し、水位情報の通知及

び周知を行っている。【水位周知河川：標津川】  

また、その他、水位計を設置している河川については、ホームページを

通じ伝達している。 

○ 気象台では、3時間先までの「洪水警報の危険度分布」をホームページ

等で提供している。また、6 時間先までの流域雨量指数の予測値を気象

庁防災情報提供システムで提供している。 

○ 各市町では、河川管理者、気象庁からの発表等に基づき、必要に応じ、

水防団や住民に対して情報伝達している。 

● 水位計が設置されていない河川において、洪水時にリアルタ

イムに水位情報を得て、危険度を把握することができない。 

● 河川水位、水防警報等の情報等、個々の水防団員への周知が

不十分である。 

Ｋ 
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② 水防に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

重要水防箇所 

○ 道では、水防上特に注意が必要箇所を重要水防箇所に指定し、ホームペ

ージで公表している。洪水時は基準水位に達したとき、または、下降し

た時点で河川巡視を行っている。 

○ 各市町は、重要水防箇所は北海道のホームページなどで確認している。

また、大雨時など洪水の恐れがある場合、巡視している。 

○ 国では、大雨時など、開建関係課所における道路等パトロールを活用し

川の情報を情報伝達している。 

○ 警察では、平常時から、水害危険箇所を把握し、パトロールを実施して

いる。 

● 近隣住民、水防団へのリスク情報の周知が十分とは言えない。 

● 水防活動員（職員等）による水位観測時の避難を含めた安全

対策が不十分である。 

Ｌ 

● 洪水時の堤防や河川水位の状況など、河川管理者と関係自治

体及び関係機関の間での速やかな情報共有が十分になされな

い懸念がある。 

Ｍ 

水防資機材の整備状況 

○ 道では、毎年水防資機材の保有状況について確認をしており、水防資機

材は根室地区防災資器材備蓄センター、出張所倉庫等に保有している。 

○ 各市町では、水防資機材は、市役所や役場の倉庫等に保有している。 

○ 根室市では、高潮対応として主要箇所に土のうステーションを設置して

いる。（※高潮対応） 

○ 国では、水防資機材は釧路地区水防拠点、標茶防災ステーションに保有

している。また、災害対策用機械（排水ポンプ車、照明車）を水防拠点、

河川防災ステーションに配置している 

○ 警察では、災害対策資機材を方面本部・各警察署に保有している。 

● 災害対策用資機材は、常時、災害発生による出動体制を確保

する必要がある。 

● 水防活動及び排水活動が多地点で行われる場合の災害対策用

資機材の不足が懸念されるとともに、資機材の共有方法や相互

支援の方法が確立されていない。 

● 近年、大規模洪水が発生していないことから、土のう製作を

はじめとする水防資機材の使用に関する知識・技術が不十分で

ある。 

Ｎ 

市町村庁舎、災害拠点病院

等の水害時における対応 

○ 地域防災計画に基づき対応している。 

○ 中標津町では、介護・福祉担当者から要配慮者施設への連絡体制を構築

している。 

○ 標津町では、役場庁舎の重要機材（電算機材など）を２階へ移設するこ

とを検討している。 

○ 羅臼町では、平成 30 年度に新中学校の完成に伴い、災害時の代替庁舎

とする予定である。 

● 浸水区域内の災害時拠点施設の機能確保のための対策につい

て検討する必要がある。 
Ｏ 
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② 水防に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

その他 

○ 各市町は、災害時の物資提供や職員派遣などについて「根室管内５市町

村防災基本協定」を締結している。 

また、大雨、長雨により河川水位の上昇が予想される場合に現地の状況

観察を行ない、不測の事態に緊急に対処できる体制を整えている。 

○ 根室市では、高潮など台風・低気圧災害に対応するタイムラインを策定

した。 

○ 国では、災害時に関係機関等との連携を迅速に行うため、河川洪水対応

演習、公開水防演習、防災エキスパートの意見交換会を実施している。 

● 不測事態に緊急に対処できる体制を整えているが、経験した

ことのない洪水により、対処できる体制を越える事態も懸念さ

れる。 

Ｐ 

 

 

③ 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

排水施設、排水資機材の 

操作・運用 

○ 各市町は、水防資機材は資材庫等に保有しており、非常時に水防団等へ

の貸し出しが可能である。 

○ 道では、樋門の操作点検は、出水期前に実施している。 

○ 国では、水防体制強化のため、水防資機材を活用し、排水訓練を実施し

ている。また、災害対策用機械（排水ポンプ車、照明車）の内水排除対

策訓練を実施している。 

● 大規模浸水時に効率的に排水を行うため、関係機関の連携に

よる排水手段の検討を行う必要がある。 
Ｑ 

 

 

④ 河川の施設整備に関する事項 

項目 現状○と、課題● 

堤防等河川管理施設の 

現状の整備状況及び 

今後の整備内容 

○ 道では、流下能力が不足している道管理区間において、河道掘削等を実

施している。 

● 計画断面に対し、高さや幅が不足している堤防や流下能力が

不足している河道があり、洪水により氾濫するおそれがある。 
Ｒ 
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５．減災のための目標 

 

各機関が連携して平成 32年度までに達成すべき減災目標は、以下のとおりとした。 

 

◆概ね４年間で達成すべき目標 

 

 

 

 

 

※大規模水害・・・施設では防ぎきれない洪水氾濫による被害 

※迅速・確実な避難・・・流域住民が予め避難経路・避難場所を把握し、またリアルタイムの

防災情報を入手し避難勧告等に基づき的確な避難を行う 

※社会経済被害の最小化・・・人口・資産の集中する別海町、標津町、中標津町、羅臼町市街

地をはじめ、流域全体における洪水による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開で

きる状態 

 

 

◆目標達成に向けた２つの取組 

 

根室管内の二級河川において水災害防止を目的として河川管理者が実施する堤防

整備等の洪水を河川内で安全に流す対策に加え、以下の取組を実施。 

 

 

 

 

 

 

  

根室管内の二級河川の大規模水害時の急激な水位上昇や広範囲な浸水に対し

ての「迅速・確実な避難」、「社会経済被害の最小化」を目指す。 

（１）迅速かつ確実な避難のための避難行動に関する取組 

（２）洪水氾濫による、広範囲にわたる浸水被害から社会経済被害を軽減する

ための的確な水防活動・早期復旧のための取組 



 - 13 - 

６．概ね４年で実施する取組 

 

 氾濫が発生することを前提として、社会全体で、常にこれに備える「水防災意識社会」

を再構築することを目的に、各機関が取り組む主な内容は次のとおりである。（別紙２

参照） 

 

堤防整備等が整備途上であり、洪水により氾濫するおそれがある。また、迅速かつ確

実な避難行動に資するツールが不足している。これらを踏まえた各参加機関が実施する

ハード・ソフト対策における主な取組項目・目標時期・取組機関は、以下のとおりであ

る。 

 

① 円滑かつ迅速な避難のため取組（別紙２－１参照） 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

◆情報伝達、避難計画等に関する取組 

 

① 洪水時における河川管理者からの情報提供
等の内容及びタイミングの確認 

ＢＣ 

ＤＭ 
H29年度から 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路地方気象台、 

釧路開発建設部 

② 避難勧告等の発令対象区域、発令判断基準等
の確認 

ＢＣ 

Ｄ 
H29年度から 

別海町、中標津町、標津町、

羅臼町 

③ 水害危険性（浸水想定及び河川水位等の情
報）の周知 

Ｅ H29年度から 根室振興局 

④ 要配慮者利用施設における避難場所の確
保・訓練等に関する取組を促進 

Ｈ 継続実施 

別海町、中標津町、標津町、

羅臼町、 

根室振興局、 

釧路地方気象台、北海道警

察、釧路開発建設部 

⑤ 円滑な避難・交通途絶情報の共有・氾濫後の
復旧のための道路管理者との連携 

Ｇ H30年度から 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局、北海道警察、 

釧路開発建設部   
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（別紙２－２参照） 
◆平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組 

 

① 想定最大規模も含めた浸水想定区域図、家屋
倒壊等氾濫想定区域の公表 

Ｅ H29年度から 根室振興局 

② ハザードマップの作成等、周知に係る取組 Ｅ H30年度から 
別海町、中標津町、標津町、

羅臼町 

③ 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図
等に基づいた地域防災計画の更新 

ＣＥ 

Ｇ 
H30年度から 

別海町、中標津町、標津町、

羅臼町 

④ 住民及び観光客や市町外への通勤、通学者等
に対する、平時及び発災時の効率的でわかり

やすい情報発信方法の検討 

ＡＦ 

Ｈ 
継続実施 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路開発建設部 

⑤ 根室管内の特徴を踏まえた幼少期からの防
災教育の促進 

ＡＦ 

Ｉ 
継続実施 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路地方気象台、北海道警

察、釧路開発建設部 

⑥ 関係機関及び地域住民を対象とした水防災
に関する講習会や研修の実施、避難訓練の実

施、自主防災組織等の住民意識向上など効果

的な対応を検討 

ＡＦ 

Ｉ 
継続実施 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路地方気象台、北海道警

察、釧路開発建設部 

⑦ 住民の水防災意識啓発のための広報の充実
（ホームページ内の水害リスク情報や減災

の取組等の関連情報を一元的に情報発信し、

関係機関のホームページからアクセスし易

くする等） 

ＡＥ 

Ｆ 
H29年度から 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路開発建設部  
（別紙２－３参照） 

◆円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項 

 

① 水害リスクの高い地区に対して、洪水時の避

難勧告等の発令判断に活用する水位計（危機管理

型等）の整備 Ｋ H30年度から 
根室振興局 

釧路開発建設部 

② 堤防天端の保護（越水等が発生した場合でも

決壊までの時間を少しでも引き延ばす対策） 
Ｒ H30年度から 根室振興局 

③  水防活動を迅速化できるよう土のうステー

ション等の資材を補充 
Ｎ H29年度から 

根室市、別海町、中標津町、

標津町、羅臼町、 

根室振興局 

④ 防災資材備蓄施設の整備 Ｎ H29年度から 根室振興局 
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② 的確な水防活動のための取組（別紙２－４参照） 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

◆水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組 

 

① 重要水防箇所の確認 ＪＬ H29年度から 

別海町、中標津町、標津

町、羅臼町、 

根室振興局、北海道警察、

釧路開発建設部 

② 水防資機材の充実、維持や関係機関との情報
共有 

ＭＮ 

ＰＱ 
H30年度から 

根室市、別海町、中標津

町、標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路開発建設部 

③ 関係機関と連携した水防訓練 

ＪＫ 

ＬＮ 

Ｑ 

継続実施 

根室市、別海町、中標津

町、標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

北海道警察、 

釧路開発建設部 

④ 消防団員（＝水防団員）の確保に向けた広報
等 

Ｊ 継続実施 

根室市、別海町、中標津

町、標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路地方気象台、北海道

警察、釧路開発建設部 

⑤ 根室管内市町及び関係機関間での防災・減災
に係る情報の共有手段及び応援等要請手順

の確認 

ＪＮ 

ＰＱ 
継続実施 

根室市、別海町、中標津

町、標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路地方気象台、北海道

警察、釧路開発建設部 

◆市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項 

 
① 市町村庁舎や災害時拠点病院等への情報伝

達や機能確保のための対策の検討 
Ｏ H30年度から 

別海町、中標津町、標津

町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路開発建設部 
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③ 氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組（別紙２－４参照） 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

◆水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組 

 
① 排水ポンプ車等の出動等に係る関係機関と

の調整方法の確認 ＮＱ 

Ｐ 
H30年度から 

根室市、別海町、中標津

町、標津町、羅臼町、 

根室振興局、 

釧路開発建設部 

 

④ 河川の施設整備に関する取組（別紙２－４参照） 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

◆洪水氾濫を未然に防ぐ対策 

 ① 河道掘削等の実施 Ｒ H29年度から 根室振興局 
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７．フォローアップ 

本取組方針については、今後の取組状況を踏まえ随時見直しを行うこととしており、

毎年、進捗状況を共有するなど持続的なフォローアップを行い、随時、取組方針を見直

すこととする。 



現状の取組状況等

① 情報伝達、避難計画等に関する事項
項目 根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部

対象水系
風蓮川 西別川、春別川、風蓮川 標津川、春別川 標津川、植別川、忠類川 羅臼川、知西別川、春苅

古丹川、植別川
全水系

・避難勧告の発令の目安
となる氾濫危険水位に達
した時等に水位情報の通
知及び周知を行ってい
る。【水位周知河川：標
津川】

・3時間先までの「洪水
警報の危険度分布」を
ホームページ等で提供し
ている。
・6時間先までの流域雨
量指数の予測値を気象庁
防災情報提供システムで
提供している。

●防災情報の意味やその情報による対応が住民
には十分認知されていないことが懸念される。

Ａ

・氾濫危険水位への到
達、重大な災害が発生す
る恐れがある場合は、河
川管理者から町に対し
て、ホットラインで知ら
せる。【水位周知河川：
標津川】

・気象警報・注意報を発表
し、現象ごとに警戒期間、
注意期間、ピーク時間帯、
雨量などの予想最大値等に
ついて危険度を色分けした
時系列で提供している。
・5日先までの「警報級の可
能性」を提供している。

●防災情報が適切に避難勧告等の発令に繋がる
よう、情報提供の内容やタイミングを予め整理
することが求められる。

Ｂ

●水位周知河川以外では、洪水に対応した避難
勧告等の発令基準や発令対象地区が明確ではな
い。

Ｃ

●防災情報が適切に避難勧告等の発令に繋がる
よう、避難勧告に着目したタイムラインや避難
勧告等の判断や伝達方法等を予め整理すること
が求められる。

Ｄ

●これまで作成、配布済みの洪水ハザードマッ
プは、今後、想定最大規模の洪水における避難
場所や避難経路の検討が必要である

●浸水想定区域図が公表されていない河川が氾
濫した場合の避難場所・避難経路の検討に苦慮
することが懸念される。

Ｅ

●洪水浸水想定区域図に記載された浸水深等の
情報がリスクとして充分に住民等に認識されな
いことが懸念される。

Ｆ

●避難経路に位置する橋が通行できない場合な
どの予備の避難経路や避難場所の指定が不十分
であり、いざという時に避難路が浸水している
など、迅速な避難ができないことが懸念され
る。

Ｇ

●高気密性住宅が多いことに加え、大雨・暴風
により、音声による情報の聞き取りが困難とな
ることが懸念される。
●　登録制情報配信メール、ホームページ、緊
急速報メール等により各種防災情報を発信して
いるが、観光客や要配慮者へ伝えたい情報が正
しく伝わっているか懸念される。

Ｈ

●防災情報の意味やその情報による対応が住民
には十分認知されていないことが懸念される。
（再掲）

Ａ

防災教育及び講習会・研
修・訓練に関する事項

・避難所運営ゲーム
（HUG）北海道版の取組
を行っている。
・講演会や研修会の実施
や、多機関と連携し地域
や学校などへの出前講座
の実施
・広報誌やＳＮＳ、コ
ミュニティＦＭ放送によ
る啓発を行っている。

・避難所運営ゲーム
（HUG）北海道版の取組
を行っている。
・住民対象の講習会を毎
年開催している。
・広報紙による啓発を
行っている。

・避難所運営ゲーム
（HUG）北海道版の取組
を行っている。
・住民対象の講習会を毎
年開催している。
・広報紙やコミュニティ
FM放送による啓発を行っ
ている。
・防災教育に特化した授
業を行うことについて、
学校と調整している。

・避難所運営ゲーム
（HUG）北海道版の取組
を行っている。
・住民対象の講習会を毎
年開催している。
・広報紙による啓発を
行っている。

・避難所運営ゲーム
（HUG）北海道版の取組
を行っている。
・住民対象の講習会を毎
年開催している。
・広報紙による啓発を
行っている。
・防災教育に特化した授
業を行うことについて、
学校と調整している。

・災害時の避難のあり方
を考えることで事前の備
えの重要性を学ぶため避
難所運営ゲーム（HUG）
北海道版の取組を行って
いる。
・市町が行う講習会・研
修、学校の授業への支援
を行っている。

・市町が行う講習会・研
修、学校の授業への支援

・地域住民対象の防災講
話を行っている。

・釧路管内での河川防災
教育の実施事例を情報提
供している。

・市町が行う講習会・研
修、学校の授業への支援

●住民の防災意識向上のため、住民対象の講習
会・研修・訓練及び幼少期からの防災教育を実
施・継続していくことが求められる。

Ｉ

避難誘導体制

・避難誘導は、地域防災
計画に基づき市職員、警
察、水防団（＝消防団）
が実施する。

・避難誘導は、地域防災
計画に基づき町職員、警
察、水防団（＝消防団）
が実施する。

・避難誘導は、地域防災
計画に基づき町職員、警
察、水防団（＝消防団）
が実施する。

・避難誘導は、地域防災
計画に基づき町職員、警
察、水防団（＝消防団）
が実施する。

・避難誘導は、地域防災
計画に基づき町職員、警
察、水防団（＝消防
団）、自主防災組織が実
施する。
・要支援者避難支援計画
を策定し、避難指示等の
基本的な考え方をまとめ
ている。

・避難誘導は、各市町、
消防等防災関係機関と連
携し実施する。

●水防団員の高齢化と減少傾向のため、想定最
大規模の洪水時において避難誘導時の人員が不
足することが懸念される。
●地域防災計画には、市町職員、警察、水防団
それぞれの役割が明確に規定されておらず、出
動時の混乱が懸念される。

Ｊ

別紙１－１

課題のまとめ

洪水時における河川管理
者等からの情報提供等の
内容及びタイミング

避難勧告等の発令基準

・洪水に係る発令基準は
定めていないが、大雨警
報等に係る「土砂災害」
を対象とした基準を定め
ている。

・洪水に係る発令基準を
定めていないが、土砂災
害を含めた「大雨」を対
象とした基準を定めてい
る。

・避難勧告等の発令者、
発令基準を地域防災計画
に定め、その内容に基づ
き発令している。
・さらに、発令基準・伝
達方法等をまとめた個別
マニュアルを作成した。
（平成29年4月）

・避難勧告等の発令者、
発令基準を地域防災計画
に記載し、その内容に基
づき発令している。

・避難勧告等の発令者、
発令基準を地域防災計画
に記載し、その内容に基
づき発令している。

避難勧告等の判断・伝達
マニュアル（水害編）
【作成例】を提供し、自
治体の作成を支援してい
る。

・避難勧告等の発令基準
の検討の支援を行ってい
る。

・各市町の避難勧告等発
令基準及び発令について
情報収集している。

・多機関が連携する水防
災タイムライン作成につ
いて、根室管内での展開
に向けて、検討状況を情
報提供している。

避難場所・避難経路

・洪水を対象とした避難
場所は指定していない
が、土砂災害時の避難場
所を指定している。

・洪水を対象とした避難
場所を指定した。（平成
29年度）

・平成20年7月に公表さ
れた浸水想定区域図を基
に洪水ハザードマップを
作成し、浸水範囲、避難
所、避難場所を周知して
いる。（平成20年8月）

・今後、想定最大規模の
降雨を対象とした洪水浸
水想定区域図が公表され
れば、ハザードマップを
改定予定。

・平成20年7月に公表さ
れた浸水想定区域図を基
に洪水ハザードマップを
作成し、浸水範囲、避難
所、避難場所を周知して
いる。（平成22年2月）

・今後、想定最大規模の
降雨を対象とした洪水浸
水想定区域図が公表され
れば、ハザードマップを
改定予定。

・ハザードマップを作成
し、浸水範囲、避難所、
避難場所を周知してい
る。（平成24年7月）

・浸水想定区域図を公表
し、自治体に通知してい
る。【水位周知河川：
標津川（平成20年7
月）】

・想定最大規模の降雨を
対象とした洪水浸水想定
区域図を作成中。
【水位周知河川：標津
川】

・水位周知河川以外の河
川においても、想定し得
る浸水区域や浸水深など
水害危険性の周知につい
て検討中。

・各市町の避難場所・避
難経路について情報収集
している。

住民や観光客等への情報
伝達の体制や方法

・避難に関する情報及び
避難の際の注意事項等を
防災行政無線（主に沿岸
域）、緊急速報メール
（エリアメール）、北海
道防災情報システム（Ｌ
アラート）、登録制メー
ル、ホームページ、SNS
（フェイスブック、ツ
イッター）、電話、ＦＡ
Ｘ、広報車、消防車によ
り情報伝達している。

・避難に関する情報及び
避難の際の注意事項等を
広報車、防災行政無線、
エリアメールにより情報
伝達している。

・避難に関する情報及び
避難の際の注意事項を緊
急速報メール（エリア
メール）、ホームペー
ジ、SNS、消防車両等に
より情報伝達している。

・発令基準・伝達方法等
をまとめた個別マニュア
ルを作成した【土砂災害
と併用】（平成29年4
月）

・町内会長に直接連絡す
る体制を構築した。

・避難に関する情報及び
避難の際の注意事項を防
災行政無線、エリアメー
ル、広報車により情報伝
達している。

・キャンプ場を利用して
いる観光客に対して、
キャンプ場管理者を通じ
て情報伝達している。

・病院、福祉施設は避難
準備情報発令よりも、早
い段階から連絡を取り
合っている。

・避難に関する情報及び
避難の際の注意事項を防
災無線、ホームページ、
エリアメール、羅臼町防
災メール（登録制）で情
報伝達している。

・河川水位の情報をホー
ムページ等を通じて伝達
している。

・北海道防災情報システ
ムの登録制メールで氾濫
危険水位等に達した際に
通知できるようにしてい
る。【水位周知河川】

・気象情報、注意報、警
報等の情報をホームペー
ジ等を通じて伝達してい
る。

・避難に関する情報をパ
トカー等により伝達して
いる。

・水害・土砂災害への備
えに関する要配慮者利用
施設の管理者向け説明会
を実施している。

・川の防災情報により水
位、雨量情報をホーム
ページを通じて伝達して
いる。



② 水防に関する事項
項目 根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部

河川水位等に係る情報提
供

・河川管理者、気象庁か
らの発表等に基づき、必
要に応じ、水防団や住民
に対して情報伝達してい
る。

・河川管理者、気象庁か
らの発表等に基づき、必
要に応じ、水防団や住民
に対して情報伝達してい
る。

・河川管理者、気象庁か
らの発表等に基づき、必
要に応じ、水防団や住民
に対して情報伝達してい
る。

・河川管理者、気象庁か
らの発表等に基づき、必
要に応じ、水防団や住民
に対して情報伝達してい
る。

・基準観測所の水位によ
り水防警報を発表し、水
位情報の通知及び周知を
行っている。【水位周知
河川：標津川】
・その他、水位計を設置
している河川について
は、ホームページを通じ
伝達している。

・3時間先までの「洪水
警報の危険度分布」を
ホームページ等で提供し
ている。
・6時間先までの流域雨
量指数の予測値を気象庁
防災情報提供システムで
提供している。

・河川管理者から発表さ
れる水防警報による水位
情報の通知を受けるほ
か、川の防災情報等によ
り、水位・雨量を情報収
集している。

●水位計が設置されていない河川において、洪
水時にリアルタイムに水位情報を得て、危険度
を把握することができない。

●河川水位、水防警報等の情報等、個々の水防
団員への周知が不十分である。

Ｋ

●近隣住民、水防団へのリスク情報の周知が十
分とは言えない。

●水防活動員（職員等）による水位観測時の避
難を含めた安全対策が不十分である。

Ｌ

・大雨時など、開建関係
課所における道路等パト
ロールを活用し川の情報
を情報伝達している。

●洪水時の堤防や河川水位の状況など、河川管
理者と関係自治体及び関係機関の間での速やか
な情報共有が十分になされない懸念がある

Ｍ

水防資機材の整備状況

・水防資機材は、消防本
部の倉庫等に保有してい
る。
・主要箇所に土のうス
テーションを設置してい
る。
（※高潮対応）

・水防資機材は、役場の
倉庫等に保有している。

・水防資機材は、役場の
倉庫等に保有している。

・水防資機材は、役場の
倉庫等に保有している。

・水防資機材は、役場の
倉庫等に保有している。

・毎年水防資機材の保有
状況について確認をして
いる。
・水防資機材は根室地区
防災資器材備蓄セン
ター、出張所倉庫等に保
有している。

・災害対策資機材を方面
本部・各警察署に保有し
ている。

・水防資機材は釧路地区
水防拠点、標茶防災ス
テーションに保有してい
る。
・災害対策用機械（排水
ポンプ車、照明車）を水
防拠点、河川防災ステー
ションに配置している。

●災害対策用資機材は、常時、災害発生による
出動体制を確保する必要がある。
●水防活動及び排水活動が多地点で行われる場
合の災害対策用資機材の不足が懸念されるとと
もに、資機材の共有方法や相互支援の方法が確
立されていない。
●近年、大規模洪水が発生していないことか
ら、土のう製作をはじめとする水防資機材の使
用に関する知識・技術が不十分である。

Ｎ

市町村庁舎、災害拠点病
院等の水害時における対
応

・地域防災計画に基づき
対応

・地域防災計画に基づき
対応

・介護・福祉担当者から
要配慮者施設への連絡体
制を構築している。

・地域防災計画に基づき
対応

・役場庁舎の重要機材
（電算機材など）を２階
へ移設することを検討。

・地域防災計画に基づき
対応

・平成30年度に新中学校
の完成に伴い、災害時の
代替庁舎とする予定であ
る。

●浸水区域内の災害時拠点施設の機能確保のた
めの対策について検討する必要がある。

Ｏ

・災害時の物資提供や職
員派遣などについて「根
室管内５市町村防災基本
協定」を締結している。

・災害時の物資提供や職
員派遣などについて「根
室管内５市町村防災基本
協定」を締結している。

・災害時の物資提供や職
員派遣などについて「根
室管内５市町村防災基本
協定」を締結している。

・災害時の物資提供や職
員派遣などについて「根
室管内５市町村防災基本
協定」を締結している。

・災害時の物資提供や職
員派遣などについて「根
室管内５市町村防災基本
協定」を締結している。

・大雨、長雨により河川
水位の上昇が予想される
場合に現地の状況観察を
行ない、不測の事態に緊
急に対処できる体制を整
えている。
・高潮など台風・低気圧
災害に対応するタイムラ
インを策定済。

・大雨、長雨により河川
水位の上昇が予想される
場合に現地の状況観察を
行ない、不測の事態に緊
急に対処できる体制を整
えている。

・大雨、長雨により河川
水位の上昇が予想される
場合に現地の状況観察を
行ない、不測の事態に緊
急に対処できる体制を整
えている。

・大雨、長雨により河川
水位の上昇が予想される
場合に現地の状況観察を
行ない、不測の事態に緊
急に対処できる体制を整
えている。

・大雨、長雨により河川
水位の上昇が予想される
場合に現地の状況観察を
行ない、不測の事態に緊
急に対処できる体制を整
えている。

・災害時に関係機関等と
の連携を迅速に行うた
め、河川洪水対応演習、
公開水防演習、防災エキ
スパートの意見交換会を
実施している。

課題のまとめ

重要水防箇所

・重要水防箇所は北海道
のホームページなどで確
認している。

・大雨時など洪水の恐れ
がある場合、巡視してい
る。

・重要水防箇所は北海道
のホームページなどで確
認している。

・大雨時など洪水の恐れ
がある場合、巡視してい
る。

・重要水防箇所は北海道
のホームページなどで確
認している。

・大雨時など洪水の恐れ
がある場合、巡視してい
る。

・重要水防箇所は北海道
のホームページなどで確
認している。

・大雨時など洪水の恐れ
がある場合、巡視してい
る。

・水防上特に注意が必要
箇所を重要水防箇所に指
定し、ホームページで公
表している。

・洪水時は基準水位に達
したとき、または、下降
した時点で河川巡視を
行っている。

・平常時から水害危険箇
所を把握し、パトロール
を実施している。

その他
●不測事態に緊急に対処できる体制を整えてい
るが、経験したことのない洪水により、対処で
きる体制を越える事態も懸念される。

Ｐ



③ 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
項目 根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に水防団等への貸し出し
が可能である。

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に水防団等への貸し出し
が可能である。

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に水防団等への貸し出し
が可能である。

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に水防団等への貸し出し
が可能である。

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に水防団等への貸し出し
が可能である。

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に市町村等への貸し出し
が可能である。

・水防資機材は資材庫等
に保有しており、非常時
に市町村等への貸し出し
が可能である。

・樋門の操作点検を出水
期前に実施している。

・水防体制強化のため、
水防資機材を活用し、排
水訓練を実施している。
・災害対策用機械（排水
ポンプ車、照明車）の内
水排除対策訓練を実施し
ている。

④ 河川の施設整備に関する事項
項目 根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部

堤防等河川管理施設の現
状の整備状況及び今後の
整備内容

・流下能力が不足してい
る道管理区間において、
河道掘削等を実施してい
る。

●計画断面に対し、高さや幅が不足している堤
防や流下能力が不足している河道があり、洪水
により氾濫するおそれがある。

Ｒ

別紙１－３

課題のまとめ

課題のまとめ

排水施設、排水資機材の
操作・運用

●大規模浸水時に効率的に排水を行うため、関
係機関の連携による排水手段の検討を行う必要
がある。

Ｑ



○概ね４年で実施する取組

①円滑かつ迅速な避難のための取組
①-1　情報伝達、避難計画等に関する取組

① 洪水時における河川管理者か
らの情報提供等の内容及びタイ
ミングの確認

ＢＣ
ＤＭ

H29年度から

洪水時の河川水位など
の情報について河川管
理者及び関係機関と情
報共有する方法の検討

洪水時の堤防や河川水
位などの情報について
河川管理者及び関係機
関と情報共有する方法
の検討

避難勧告発令着目型タ
イムラインの策定及び
充実【標津川】

洪水時の堤防や河川水
位などの情報について
河川管理者及び関係機
関と情報共有する方法
の検討

避難勧告発令着目型タ
イムラインの策定及び
充実【標津川】

洪水時の堤防や河川水
位などの情報について
河川管理者及び関係機
関と情報共有する方法
の検討

洪水時の堤防や河川水
位などの情報について
河川管理者及び関係機
関と情報共有する方法
の検討

避難勧告発令着目型タ
イムラインの策定や充
実に対する支援【標津
川】

洪水時の堤防や河川水
位などの情報について
関係市町と情報共有す
る方法を検討

タイムラインの充実に
対する支援

多機関連携型タイムラ
イン検討状況の情報提
供（釧路川標茶地区）
や参加の呼びかけ

減災協議会を活用し、
リエゾンやテック
フォース活動状況を情
報提供

②　避難勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の確認

ＢＣ
Ｄ

H29年度から

各地域における避難勧
告等の発令を判断する
ための情報や、住民へ
の情報伝達方法・伝達
内容について確認を行
い、マニュアル等に整
理する

各地域における避難勧
告等の発令を判断する
ための情報や、住民へ
の情報伝達方法・伝達
内容について確認を行
い、マニュアル等に整
理する

各地域における避難勧
告等の発令を判断する
ための情報や、住民へ
の情報伝達方法・伝達
内容について確認を行
い、マニュアル等に整
理する

各地域における避難勧
告等の発令を判断する
ための情報や、住民へ
の情報伝達方法・伝達
内容について確認を行
い、マニュアル等に整
理する

③　水害危険性（浸水想定及び
河川水位等の情報）の周知

Ｅ H29年度から

水位周知河川の想定最
大規模を含めた浸水想
定区域図を作成・周知
する。【標津川】
また、新たに水位周知
河川に指定する河川に
ついて検討する。

水位周知河川以外の河
川において、想定し得
る浸水区域や浸水深な
ど水害危険性を周知す
る方法について検討・
調整する。

水位計（危機管理型
等）の設置の検討及び
整備

④ 要配慮者利用施設における避
難場所の確保・訓練等に関する
取組を促進

Ｈ 継続実施

各施設の状況を確認
し、避難場所等の確
保・訓練等に関する取
組を促進する

各施設の状況を確認
し、避難場所等の確
保・訓練等に関する取
組を促進する

各施設の状況を確認
し、避難場所等の確
保・訓練等に関する取
組を促進する

各施設の状況を確認
し、避難場所等の確
保・訓練等に関する取
組を促進する

要配慮者利用施設管理
者向けの説明会など、
要支援者支援体制の構
築への支援

必要に応じて、要配慮
者利用施設管理者向け
の説明会などを継続す
る

要配慮者利用施設にお
ける訓練への支援

必要に応じて、要配慮
者利用施設管理者向け
の説明会などを継続す
る

⑤ 円滑な避難・交通途絶情報の
共有・氾濫後の復旧のための道
路管理者との連携

Ｇ H30年度から
道路管理者と連携を図
り、情報共有方法を検
討する。

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討する。

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討する。

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討する。

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討する。

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討する。

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討

道路管理者と連携を図
り、情報共有方法や避
難経路等を検討する。

別紙２－１

具体的な取組の柱 実施する機関
事　　項

具体的取組
目標時期

根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部



○概ね４年で実施する取組

①円滑かつ迅速な避難のための取組
①-2　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

① 想定最大規模も含めた浸水想
定区域図、家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表

Ｅ H29年度から

標津川の想定最大規模
を含めた浸水想定区域
図を作成・周知する。
また、新たに水位周知
河川に指定する河川に
ついて検討する。

② ハザードマップの作成等、周
知に係る取組

Ｅ H30年度から

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、ハザード
マップの作成等、周知
に係る取組を行う。

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、ハザード
マップの作成等、周知
に係る取組を行う。

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、ハザード
マップの作成等、周知
に係る取組を行う。

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、ハザード
マップの作成等、周知
に係る取組を行う。

③ 想定最大規模の洪水に係る浸
水想定区域図等に基づいた地域
防災計画の更新

ＣＥ
Ｇ

H30年度から

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、避難場所
等を検討し、必要に応
じて地域防災計画を更
新する

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、避難場所
等を検討し、必要に応
じて地域防災計画を更
新する

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、避難場所
等を検討し、必要に応
じて地域防災計画を更
新する

想定最大規模の洪水に
係る浸水想定区域図等
に基づいて、避難場所
等を検討し、必要に応
じて地域防災計画を更
新する

④ 住民及び観光客や市町外への
通勤、通学者等に対する、平時
及び発災時の効率的でわかりや
すい情報発信方法の検討

ＡＦ
Ｈ

継続実施

住民及び観光客や市外
への通勤、通学者等に
対する、平時及び発災
時のわかりやすい情報
発信方法の検討を行
う。

住民及び観光客や町外
への通勤、通学者等に
対する、平時及び発災
時のわかりやすい情報
発信方法の検討を行
う。

住民及び観光客や町外
への通勤、通学者等に
対する、平時及び発災
時のわかりやすい情報
発信方法の検討を行
う。

住民及び観光客や町外
への通勤、通学者等に
対する、平時及び発災
時のわかりやすい情報
発信方法の検討を行
う。

住民及び観光客や町外
への通勤、通学者等に
対する、平時及び発災
時のわかりやすい情報
発信方法の検討を行
う。

住民及び観光客や市町
外への通勤、通学者等
に対する、平時及び発
災時のわかりやすい情
報発信方法の検討を行
う。

釧路川での住民及び観
光客や市町外への通
勤、通学者等に対す
る、平時及び発災時の
わかりやすい情報発信
方法の検討について情
報提供を行う。

⑤ 根室管内の特徴を踏まえた幼
少期からの防災教育の促進

ＡＦ
Ｉ

継続実施
出前講座、学校の授業
など防災教育の実施を
検討

出前講座、学校の授業
など防災教育の実施を
検討

出前講座、学校の授業
など防災教育の実施を
検討

出前講座、学校の授業
など防災教育の実施を
検討

出前講座、学校の授業
など防災教育の実施を
検討

防災教育の支援を行う 防災教育の支援を行う 防災教育の支援を行う

釧路管内の防災教育事
例をもとに根室管内で
活用できるよう、釧路
川の支援状況等の情報
提供を行う。

⑥ 関係機関及び地域住民を対象
とした水防災に関する講習会や
研修の実施、避難訓練の実施、
自主防災組織等の住民意識向上
など効果的な対応を検討

ＡＦ
Ｉ

継続実施
講習会、研修、訓練に
参加する

講習会、研修、訓練を
実施及び参加する

講習会、研修、訓練を
実施及び参加する

講習会、研修、訓練を
実施及び参加する

講習会、研修、訓練を
実施及び参加する

講習会、研修、訓練を
実施及び支援する

講習会、研修、訓練を
実施及び支援する

講習会、研修、訓練を
支援及び参加する

関係機関と調整し、水
防訓練（水防演習）の
実施及び支援をする

⑦ 住民の水防災意識啓発のため
の広報の充実（ホームページ内
の水害リスク情報や減災の取組
等の関連情報を一元的に情報発
信し、関係機関のホームページ
からアクセスし易くする等）

ＡＥ
Ｆ

H29年度から
減災の取組に関する情
報を市のホームページ
内で共有

減災の取組に関する情
報を町のホームページ
内で共有

減災の取組に関する情
報を町のホームページ
内で共有

減災の取組に関する情
報を町のホームページ
内で共有

減災の取組に関する情
報を町のホームページ
内で共有

減災の取組に関する情
報を根室振興局のホー
ムページ内で共有

根室管内の減災の取組
に関する情報を、釧路
川外減災対策協議会
ホームページ内で共有
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具体的な取組の柱 実施する機関
事　　項

具体的取組
目標時期

根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部



○概ね４年で実施する取組

①円滑かつ迅速な避難のための取組
①-3　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する取組

① 水害リスクの高い地区に対し
て、洪水時の避難勧告等の発令
判断に活用する水位計(危機管理
型等）の整備

Ｋ
H30年度から

水位計（危機管理型
等）の設置の検討及び
整備

洪水時に特化した低コ
ストな水位計（危機管
理型）の開発状況や仕
様等の情報提供

②　堤防天端の保護（越水等が
発生した場合でも決壊までの時
間を少しでも引き延ばす対策）

Ｒ H30年度から
堤防の天端保護（舗
装）対策箇所の検討及
び実施

③  水防活動を迅速化できるよ
う土のうステーション等の資材
を補充

Ｎ H29年度から
土のう保管場所におけ
る資材等の補充を行う

土のう保管場所におけ
る資材等の補充を行う

土のう保管場所におけ
る資材等の補充を行う

土のう保管場所におけ
る資材等の補充を行う

土のう保管場所におけ
る資材等の補充を行う

防災資材備蓄整備施設
の検討及び整備

④　防災資材備蓄施設の整備 Ｎ H29年度から
防災資材備蓄施設の検
討及び整備

別紙２－３

具体的な取組の柱 実施する機関
事　　項

具体的取組
目標時期

根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部



○概ね４年で実施する取組

②-1　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

① 重要水防箇所の確認 ＪＬ H29年度から
毎年、出水期前に重要
水防箇所の確認を行う

毎年、出水期前に重要
水防箇所の確認を行う

毎年、出水期前に重要
水防箇所の確認を行う

毎年、出水期前に重要
水防箇所の確認を行う

重要水防箇所の見直し
及び重要水防箇所を水
防活動関係者と確認を
行う

重要水防箇所の情報共
有

根室管内の重要水防箇
所の情報共有

② 水防資機材の充実、維持や関
係機関との情報共有

ＭＮ
ＰＱ

H30年度から

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

水防資機材の補充を行
うなど充実・維持を図
り、根室振興局河川減
災対策協議会での情報
共有を行う

③ 関係機関と連携した水防訓練
ＪＫ
ＬＮ
Ｑ

継続実施 水防訓練の参加 水防訓練の実施、参加 水防訓練の実施、参加 水防訓練の実施、参加 水防訓練の実施、参加
水防訓練の実施、参加
及び支援

水防訓練の実施、参加 水防訓練の実施、参加

④　消防団員（＝水防団員）の
確保に向けた広報等

Ｊ 継続実施
リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

リーフレットの配布や
ポスターの掲示

⑤ 根室管内市町及び関係機関間
での防災・減災に係る情報の共
有手段及び応援等要請手順の確
認

ＮＰ
ＪＱ

継続実施

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室管内５市町防災基
本協定の継続

自衛隊等の災害派遣要
請に係る手順について
確認

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室管内５市町防災基
本協定の継続

自衛隊等の災害派遣要
請に係る手順について
確認

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室管内５市町防災基
本協定の継続

自衛隊等の災害派遣要
請に係る手順について
確認

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室管内５市町防災基
本協定の継続

自衛隊等の災害派遣要
請に係る手順について
確認

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室管内５市町防災基
本協定の継続

自衛隊等の災害派遣要
請に係る手順について
確認

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

自衛隊等の災害派遣要
請に係る調整手順につ
いて確認

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

根室振興局河川減災対
策協議会での情報共有

②-2　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する取組

①　市町村庁舎や災害時拠点病
院等への情報伝達や機能確保の
ための対策の検討

Ｏ H30年度から

浸水区域内の災害時拠
点施設の情報伝達・機
能確保のための対策に
ついて検討又は情報共
有

浸水区域内の災害時拠
点施設の情報伝達・機
能確保のための対策に
ついて検討又は情報共
有

浸水区域内の災害時拠
点施設の情報伝達・機
能確保のための対策に
ついて検討又は情報共
有

浸水区域内の災害時拠
点施設の情報伝達・機
能確保のための対策に
ついて検討又は情報共
有

浸水区域内の災害時拠
点施設の情報伝達・機
能確保のための対策に
ついて検討又は情報共
有

浸水区域内の災害時拠
点施設の情報を共有

①　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

① 排水ポンプ車等の出動等に係
る関係機関との調整方法の確認

ＮＰ
Ｑ

H30年度から
根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、毎
年体制を確認する

根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、毎
年体制を確認する

根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、毎
年体制を確認する

根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、毎
年体制を確認する

根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、毎
年体制を確認する

根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、毎
年体制を確認する

根室振興局河川減災対
策協議会を活用し、釧
路開建が保有する災害
対策車両（排水ポンプ
車や照明車等）の保有
状況等を情報共有する

①河道掘削等の実施 Ｒ H29年度から

　河川改修工事の実施
（標津川）
　河道内樹木の維持管
理のあり方に基づき、
河道内樹林の伐採や河
道掘削を実施

別紙２－４

具体的な取組の柱 実施する機関
事　　項

具体的取組
②的確な水防活動のための取組

③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

④河川の施設整備に関する取組
①　洪水氾濫を未然に防ぐ対策

目標時期
根室市 別海町 中標津町 標津町 羅臼町 根室振興局 釧路地方気象台 北海道警察釧路方面本部・各警察署 釧路開発建設部


